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平成 26 年度の地震調査研究関係予算概算要求の概要 

＝ 地震調査研究推進本部とりまとめ ＝ 
 
 

平成 25 年８月 28 日 
 
 
 
地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき、関係行政機関

の地震調査研究予算等の事務の調整を行っている。平成 26 年度地震調査研究関

係予算概算要求等についてとりまとめたので、以下にその概要を示す。 
 
 

 

１．平成 26 年度概算要求額 
 

 ・政府全体     １８０億円（１２５億円）対前年度  １４４％ 
※一部の独立行政法人等への運営費交付金は含まない。 
※（ ）は平成 25 年度予算額。 

 
 
 
 

２．主な施策 
 
（１）海溝型地震を対象とした地震発生予測の高精度化に関する調査観測の強

化、地震動即時予測及び地震動予測の高精度化 
 

○文部科学省 

＜文部科学省及び独立行政法人防災科学技術研究所＞ 
・日本海溝海底地震津波観測網の整備     1,910 百万円（300 百万円） 

2011 年３月 11 日の東北地方太平洋沖地震により引き起こされた津波が甚

大な被害を及ぼしたことを受け、海溝型地震・津波への対応強化を図るた

め、今後、地震・津波が発生するおそれのある日本海溝沿いに、稠密なケ

ーブル式観測網（地震計・水圧計）の整備を引き続き行う。 
 

＜文部科学省及び独立行政法人海洋研究開発機構＞ 
・地震・津波観測監視システム（第Ⅱ期）        968 百万円（818 百万円） 

 切迫性が高く、甚大な被害を及ぼすおそれがある、南海トラフでの大規

模海溝型地震・津波に迅速に対応することの重要性に鑑み、東南海・南海

地震の想定震源域に地震計や水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備え

たリアルタイム観測可能な地震・津波観測監視システムの整備を引き続き

行う。 
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○国土交通省 
＜気 象 庁＞ 

 ・東海地域等の常時監視             1,268 百万円（186 百万円） 
東海地域監視のための地殻岩石ひずみ観測システム等を維持・運営する

とともに、関係機関の観測データを収集し東海地域及びその周辺地域の地

殻活動の監視を行う。 
 
＜海上保安庁＞ 

 ・地殻活動の予測シミュレーションとモニタリングのための観測等 
         72 百万円（75 百万円） 

GPS による地殻変動監視、GPS－音響測距結合方式による海底地殻変動

観測、験潮と地盤変動監視、験潮データの集中監視方式による験潮業務を

行う。特に、海底地殻変動観測については、プレート境界の応力を把握す

ることの重要性に鑑み、観測体制を維持・強化する。 
 
○経済産業省 
＜独立行政法人産業技術総合研究所＞ 
・海溝型地震評価の研究                       運営費交付金の内数 

    海溝型地震の発生・連動性評価のための物理モデルを構築するため、地

下水・地殻変動を観測する。また、日本周辺で発生する海溝型地震の履歴

を調べるため、地質学的・変動地形学的手法を用いた調査研究を行う。特

に、東北地方太平洋沖地震のような巨大地震の過去の発生履歴についても

調査すべく、沿岸域の津波堆積物等の調査の強化を行う。 
 
（２）津波即時予測技術の開発及び津波予測に関する調査観測の強化 

 
○文部科学省 
＜防災科学技術研究所＞ 
・全国津波予測地図の作成     661 百万円の内数（660 百万円の内数） 

全国で発生する津波を引き起こす可能性のある地震の全てを対象として、

地震発生の不確実性も考慮した全国津波予測地図を作成し、沿岸地域にお

ける津波災害の確率論的ハザード評価を行う。 
   （注）災害リスク情報に基づく社会防災システム研究に係わる経費の内数 
           
 ○国土交通省 
 ＜気象庁＞ 
・沖合・沿岸津波観測等による津波の高精度予測に関する研究 
                         14 百万円（6百万円） 

   沿岸へ到達する前に津波を予測するため、ＧＰＳ波浪計等で得られた沖合

津波観測データから、沿岸の津波高等を予測するための手法の開発を行う。 
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（３）活断層等に関連する調査研究による情報の体系的収集・整備及び評価の

高度化 
 
○文部科学省 
・活断層調査の総合的推進              522 百万円（522 百万円） 

重点的調査観測の対象としている、地震の発生確率が高く、地震が発生

した場合に社会的影響が大きい活断層に加え、これまでに評価を実施した

断層帯のうち、評価の信頼度が高いとはいえない断層帯について補完的な

調査を行う。また、調査観測が未実施である沿岸海域の活断層について必

要なデータを取得する調査を行う。さらに、地域評価で新たに評価対象と

なった活断層のうち、地下形状や活動履歴等の情報が十分に得られていな

いものについて調査を実施する。 
 
○経済産業省 
＜産業技術総合研究所＞ 
・活断層評価の研究                     運営費交付金の内数 

社会的に重要度の高い活断層について、活動履歴を解明し、地震の発生

確率、規模や震源位置の予測精度向上のための研究を行うとともに、活断

層データベースの充実を図る。また、地表で見えにくい伏在断層評価や、

活断層の深部形状の推定手法についても、地形・地質学だけでなく地球物

理学的知見を取り入れた研究を行う。さらに、海上音波探査、地震探査、

堆積物採取等により日本周辺の沿岸域の地質・活断層の解明及びシームレ

スな地質情報の整備を進める。 
 

○国土交通省 
＜国土地理院＞ 
・防災地理調査経費（全国活断層帯情報整備）      17 百万円（17 百万円） 

   地震被害が広範囲に及ぶと考えられる地方中核都市周辺地域の主要な活

断層帯について、詳細な位置や地形の分布等の情報を整備し提供する。 
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（４）防災・減災に向けた工学及び社会科学研究との連携強化 
 
○総務省 
＜消防研究センター＞ 
・石油タンク等危険物施設の耐震安全性等に関する研究開発 

 20 百万円（23 百万円） 
エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボット、G 空間次世代災

害シミュレーション、災害現場からの迅速で確実な人命救助技術といった

石油コンビナートの防災・減災対策に関連する研究開発と並行し、東北地

方太平洋沖地震による石油コンビナートへの影響について調査等を行うと

ともに、これに基づき、南海トラフ等で発生が懸念される大地震の影響を

受けるおそれのある石油コンビナート地域を対象に強震動予測の精度向上

や地震発生時の対応等に関する研究開発を行う。 
 
○文部科学省 
＜防災科学技術研究所＞ 
・災害リスク情報に基づく社会防災システム研究  

661 百万円（660 百万円） 
WebGIS 等の技術を用いて、地震ハザード・リスク情報、地震活動モデ

ル、地下構造データ等の関連情報を網羅的に提供可能な情報ステーション

の構築を行う。 
 
（５）基盤観測等の維持・整備 

○国土交通省 
＜国土地理院＞ 
・基本測地基準点測量経費         1,028 百万円（1,021 百万円） 

 全国に配置した電子基準点と VLBI 観測施設を骨格とした測地基準点体

系により、あらゆる測量の基準となる測地基準点に正確な位置と高さを与

え、電子基準点測量（GEONET）による全国の日々の地殻変動監視と、水

準測量等による地殻変動の把握を行う。 
 
＜気象庁＞ 
・地震観測網、地震津波監視システム等   2,296 百万円（1,220 百万円） 

 全国に展開した地震計、震度計、検潮所、地震活動等総合監視システム

等の維持運営、及びこれらを用いた常時観測等を行うとともに、地震・津

波に関する即時的な防災情報発表を行う。 
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（６）災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究（仮称）の推進 

  

 ○文部科学省 

 ＜国立大学法人＞ 

・災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究（仮称） 

運営費交付金の内数 

科学技術・学術審議会において現在審議中で、今年度中に建議が予定さ

れている「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（仮称）

の推進について」に基づき、関係機関の協力の下，全国の大学が連携し

て，災害の軽減に貢献する基礎的な観測研究を実施する。ここで実施す

る地震発生や火山噴火の予測、強震動や津波などの災害誘因の予測など

の成果が、政府として推進する地震調査研究の計画立案の源となるべく

計画を推進する。 
 


